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要       旨 

 

１ 作成の背景 

東京オリンピック・パラリンピックを控えた今年は、学術の面からスポーツの在り方を

考える好機でもある。人類はその歴史のなかで、身体活動にさまざまな意味を認めるとと

もに、スポーツを文化として育み、時代や社会の変化に対応させながら、その形式も中身

も変えてきた。近年、科学技術が前景化するなか、スポーツに関する科学的エビデンスは

ますます多くの競技種目で求められるようになっている。科学的エビデンスの活用やその

可視化を通じてスポーツの在り方を見直し、その価値の転換を図る時期にきている。 

 

２ 現状及び問題点 

スポーツはその語源である“dēportāre”が意味する「気分転換」から始まったが、現

代ではもっぱら、激しい肉体活動や競技を意味するようになっている。スポーツに寄せる

価値は、ごく限られた環境の子どもたちしかオリンピックやパラリンピックの選手を目指

せないという日本の現状が象徴的に示している。選手だったスポーツ関係者や保護者は、

自身の経験に基づいて、幼少期から厳しい練習をしなければ一流になれないとの気持ちが

強く、よい成果を出すには長時間の練習が必要との考えが顕著である。科学的根拠ではな

く、自分の経験を重視する風土ゆえに、スポーツ界は指導者の身体的・精神的暴力といっ

たハラスメントを生みやすい風土にある。閉じた世界に共通して起こりがちなハラスメン

トに対して、相互に協力しながら、国を挙げてその最小化に取り組む必要がある。 

昨今では、e スポーツをはじめ、従来と異なる考え方や認識に基づく活動がスポーツ界

に登場している。変化し続ける環境の中でスポーツと人間の関係を見直し、科学的なエビ

デンスに基づいて、スポーツ及びその価値を再定義する時期にきている。 

このような状況の中、平成 30 年 11 月 15 日、スポーツ庁長官から日本学術会議会長に

対し、「科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する審議につい

て」と題する審議依頼がなされた。これを受けて、日本学術会議は、同年 11月 29日に「科

学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委員会」を設置し、

審議を開始した。審議では、歴史的背景を含めて我が国のスポーツの現状を俯瞰的に把握

し、「スポーツの価値」を検討するための科学的エビデンスを多方面から収集し、スポーツ

の今日的意義と科学的エビデンスの果たす役割を、審議依頼内容を大きく超えて議論した。 

こうしたことから、本委員会では、これまでの議論をスポーツ庁長官への「回答」とす

るとともに、「提言」としてとりまとめ、発出する次第である。 

 

３ 提言の内容 

本提言は、科学の視点からスポーツの在り方を検討した結果である。日本学術会議は、

今後も引き続き、スポーツ庁はじめ、関係者との対話を進めながら、継続的に政策提言を

行い、スポーツを通して得られる多様な価値を国民の人生に活かすことに貢献していく。 
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(1) 科学的エビデンスの収集とその包括的分析を可能とする体制の整備 

スポーツの価値は、競技における勝敗のみで決まるのものではなく、また人生のある

一瞬に凝縮されるものでもない。スポーツの価値を捉え直し、それを社会に資するもの

へと向けるためには、科学的エビデンスに基づく政策を明確化し、スポーツの指導や練

習の方法を変えていくことが急務である。その実現のためには、科学的エビデンスの取

得と収集、分析を進め、科学技術の進展に見合ったデータの有効活用が必至である。取

得されたデータは国立スポーツ科学センターに一元化し、必要とする関係者間で共有し

て、包括的分析を可能とする体制整備が必要である。 

 

(2) 時代変化を意識したスポーツ政策の決定 

スポーツは歴史とともに変化する。歴史的背景を加味しつつ、時代の変化に応じて個

人と社会にスポーツの価値を提供できるような仕組みを、常に試行錯誤することが必要

である。その際には科学的エビデンスをより重視していく流れが重要であるが、常には

完璧なエビデンスが揃っていない現状を踏まえ、経験に基づく知見を科学的に精査して

一定の価値を見出しつつ、それらを科学的エビデンスと調和させる必要がある。スポー

ツ庁は人生を通して得られる価値に目を向け、行き過ぎた身体改造などがもたらす倫理

的問題や、若年層を中心に目下問題化しつつある eスポーツへの依存症、アスリート引

退後の精神的健康障害など、スポーツが生み出す多様な側面への対応を考慮しながら、

スポーツ政策を決定していかねばならない。 

 

(3) 多様な人びとの参画による生涯を通した多様なスポーツ実践のための環境づくり 

幼少期からの多様なスポーツ経験が脳の発達や生涯にわたるスポーツ実践につなが

り、高齢期に至るあらゆる年齢層でのスポーツ実践が健康保持や脳の発達、老化防止に

寄与する可能性が高いことが報告されている。また、スポーツを通して得られる価値を

社会に資するものにするには、障害者を含む多様な人たちの参画が必要であり、多様性

を包含する障害者スポーツから学ぶところが大きい。よって、文部科学省は、幼少期か

ら高齢期までの生涯を通して、多様な人たちが参画できる多様なスポーツ経験を阻むこ

となく、科学的エビデンスに基づく環境づくりと教育体制の整備を進める必要がある。 

  

(4) スポーツにおける暴力の最小化 

現代のスポーツは競技の意味合いが大きく、「相手を倒す」ことが目的化することで

暴力との親和性が高いため、暴力の根絶は容易ではない。スポーツにおける暴力には指

導者の影響が大きいため、暴力に頼らず、科学的エビデンスに基づく指導方法を開発し、

アスリート時代はもちろん、それ以降も指導者として、その方法を活用することが有用

である。その開発には、スポーツ科学だけでなく、脳科学や情報学等との学際的研究と

して進めることが望ましい。スポーツ庁はそのための政策を明確に示し、スポーツ関係

機関と関係者にその実行を促すことが望まれる。同時に、生涯を通して得られるスポー

ツの価値を広く共有し、選手と指導者を行き過ぎた競争から解放することも必要である。 
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１ はじめに 

2020年東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の開催が近づき、学術の面

からスポーツの在り方を考える好機が訪れている。人類はその歴史のなかで、身体活動に

さまざまな意味を認めるとともに、スポーツを文化として育み、時代や社会の変化に対応

させながら、その形式も中身も変えてきた。近年、科学技術が前景化するなか、スポーツ

に関する科学的エビデンスはますます多くの競技種目で求められるようになっている。ス

ポーツは勝敗や数値化される記録などで結果が把握しやすいために、科学的エビデンスの

活用を通じてスポーツの在り方を見直し、その価値の転換を図ることも可能になっている。 

わが国では、基本的にはすべての子どもたちが学校教育における体育でスポーツを学べ

る環境にあるとともに、学校以外でもスポーツクラブ等でスポーツを体験している。平成

29年度の調査では、公立、私立いずれにおいても、運動部と呼べる部が中学校では５〜15、

高校では５〜19程度、設置されて活動している。それら部活動では参加する生徒を「競技

者」と位置づけており、運動系同好会は、存在してもその数は２つ程度しかない［1］。運

動部の指導に携わる教員の80％は、スポーツ関連資格をまったく有しないか、当該種目の

資格がない状態にある［1］。この状態を補完するような学校と地域のスポーツ組織との連

携は未成熟であり、外部指導員の委託は「当該スポーツの経験を有している」ことのみが

基準とされる場合がほとんどである。こうした現状は、青少年期からスポーツに科学的に

取り組む態度を養う機会としては不十分である［1］。 

一方、20歳以上の成人の場合、週 1 日以上運動・スポーツをする人の割合は、平成３

年度（1991年度）27.8％、平成12年度（2000年度）37.2％、平成21年度（2009年度）45.3％、

そして平成30年度（2018年度）55.1％と、年々増加傾向にある［2-5］。この背景には、ス

ポーツを含む身体活動が医療費削減となった事例研究が報告されているが、国民医療費は

65歳以上の高齢者を中心に増加傾向が続いており、国の財政にとって大きな負担となって

いる［6］。 

くわえて、スポーツは、その対象も意義も時代とともに変化してきた歴史を有する。現

代では、eスポーツをはじめ、従来のスポーツ概念ではとれきれない活動がスポーツ界に登

場しているが、スポーツとしての定義や価値が社会に十分理解され、共有されているとは

言い難い。その一方で、ゲームによる依存症の問題は深刻さを増し1、小学生や中学生の過

度なゲーム使用による不登校や学業不振が大きな社会問題となっている。 

また、スポーツに寄せる価値は、ごく限られた環境の子どもたちしかオリンピックやパ

ラリンピックの選手を目指せないという日本の現状が象徴的に示している。選手だったス

ポーツ関係者や保護者は、自身の経験に基づいて、幼少期から厳しい練習をしなければ一

流になれないとの気持ちが強く、よい成果を出すには長時間の練習が必要との考えが顕著

である。これは科学的根拠より自分の経験を重視する風土によるものであり、スポーツ界

は指導者の身体的・精神的暴力といったハラスメントを生みやすい風土にあると言える。

閉じた世界で起こりがちな暴力についても、俯瞰的に構造的問題を洗い出し、我が国全体

 
1 世界保健機関は 2019年５月にゲーム障害（gaming disorder）を国際疾病に認定し、これを記載した国際疾病分類の第

11回改訂版が 2022年１月に有効となる。 
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でその最小化に取り組むことが必要である 。 

このようなさまざまな課題を勘案すると、スポーツと人間の関係性を見直し、科学的な

エビデンスに基づいて「スポーツとは何か、その価値とは何か」を再定義することが必要

となっている。 

このような状況の中、平成30年11月15日にスポーツ庁長官から日本学術会議会長に対し、

「科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する審議について」

と題する審議依頼がなされた。その内容は、スポーツに対する社会の関心が高まっている

今般、「スポーツの価値」をめぐる政策動向や社会状況を踏まえ、スポーツが個人と社会に

もたらす便益に関する科学的知見の整理、「スポーツの価値」を高めるためのスポーツ界と

科学との関係の在り方の検討、科学技術の進展が与える影響、スポーツ政策に科学的知見

を反映されるための体制整備などであった。 

これを受け、日本学術会議は平成30年11月29日に「科学的エビデンスに基づく「スポー

ツの価値」の普及の在り方に関する委員会」を設置し、審議を開始した。 

委員会での審議においては、スポーツの歴史的背景を踏まえてスポーツの現状を把握し、

「スポーツの価値」を検討するための科学的エビデンスを多方面から収集し、スポーツの

今日的意義と科学的エビデンスの果たす役割を議論した。その議論は、スポーツ庁からの

審議依内容を超えて、スポーツの在り方やスポーツの価値の未来にも及んだ。 

こうしたことから、本委員会では、これまでの議論をスポーツ庁への「回答」とすると

ともに、以下「提言」としてとりまとめる次第である。 



 

 3 

２ スポーツの歴史的背景と現代社会における意義 

(1) スポーツの意味と価値の変容 

スポーツという語は、社会や時代の変化とともにその意味を変えてきた［7］。「オク

スフォード英語辞典（OED）」によれば、語源はラテン語“dēportāre”に遡る。古フラ

ンス語で「気分転換」を意味したこの言葉は、シェイクスピアが活躍した 16 世紀後半

から 17世紀初頭の時代、娯楽、気晴らしを意味する語として定着していった。その後、

ジェントルマン(貴族や地主)とその理念が洗練されていく 18 世紀には、ジェントルマ

ンが余暇時間に野外で行う諸活動――釣りや狩猟、ゲーム、そしてそれらを通じた気分

転換を意味していた。19世紀には、パブリックスクール改革と相まって、肉体を通じた

精神の涵養、チームプレイによる闘争・競争といった要素を含むようになった。これに

学んだクーベルタンは、19世紀末、スポーツに教育的要素をはっきりと認め、近代オリ

ンピック創設へと導いた［8］。クーベルタンが柔道の創始者、嘉納治五郎に IOC委員就

任を依頼した背景にあったのは、まさしくこの理解である［9］。以来、日本における競

技的スポーツの普及・拡大には、少なからずその教育的意味が内包された。 

日本国内での「スポーツ」の初出は、1814年『諳厄利亜語林大成』で「消暇（ナグサ

ミ）」と訳されたことに認められる［10］。その後、上述の嘉納治五郎を中心にオリンピ

ックへの参加を経て定着していき、1927 年の『新英和辞典』では、”sportsman”に、

倫理的ニュアンスの強い「競技における精神の理解者」という訳語が充てられている。 

このようにスポーツの意味は、普遍的なものではなく、時代と社会の中で常に変化し

ており、それと絡んでスポーツの価値もまた、時代と社会の要請に即して変わってきた。 

 

(2) 現代における「スポーツの価値」の拡がりと科学的エビデンス活用における課題 

現代社会において、スポーツに認められる価値は、教育・健康・生活の質の向上とい

うよく知られた枠組みに留まらない。グローバル化する一方で持続可能であることが求

められる現代社会は、より広い意味での「社会的価値」をスポーツに認め、その可能性

に期待を寄せている。このような期待にもとづけば、「誰のどのような社会的状況を変

化させるのか」という政策課題に応じ、スポーツ領域に留まらない科学的エビデンスと

の柔軟な組合せや重層的・多角的な分析結果を活用することが求められる。加えて、政

策の見直しのために、政策の達成度合いや実効性を定期的に検証する組織的な対応も求

められている。 

このようなエビデンスに基づく政策立案（Evidence-based Policy Making、EBPM）を

推進した事例2は、スポーツ先進国や国際スポーツ組織にいくつか見られる。これらの事

例では、スポーツが抱える課題解決に科学的エビデンスを活用するのではなく、社会的

 
2 例えば、Sport Englandは身体・精神・個人の発達・社会およびコミュニティの発展・経済効果に関する成果を測定し

た「Review of evidence on the outcomes of sport and physical activity」を公表し、オーストラリアではスポーツの

インテグリティに関し広範な文献調査と聞き取りによって得たエビデンスに基づく政策および組織体制づくりを政府に提

言する文書「Report of the Review of Australia’s Sports Integrity Arrangements（通称：Wood review）」が公表さ

れている。また、IOCは中長期的戦略アジェンダ 2020を踏まえた専門的ワーキンググループ「ジェンダー平等再検討プロ

ジェクト」による報告書「IOC Gender Equality Report」を公表している。 
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課題を解決する手段としてスポーツを捉えて関連する科学的エビデンスを見直し、政策

提言に必要な科学的エビデンスとは何かを確定、活用している点に特徴がある。 

わが国では、これまで、スポーツ庁による委託調査研究の他、独立行政法人日本スポ

ーツ振興センター国立スポーツ科学センター、公営財団法人日本スポーツ協会スポーツ

医・科学委員会等のスポーツ組織やスポーツ科学の研究者らが、個別に詳細な科学的エ

ビデンスを蓄積してきた。しかしながら、スポーツを社会的課題解決の手段として捉え、

蓄積された科学的エビデンスに横串を通して活用するといった組織的・制度的対応は未

成熟である。これは、スポーツだけでなく、他の多くの分野と共通する我が国の課題で

もある。 

上記したスポーツの歴史的背景、現代社会においてスポーツが果たす役割の拡がりか

らは、2020年の東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会を「スポーツの価

値の転換期」に置き直す必要性を示している。「スポーツ」というラテン語の含意が変

化していくプロセスから、この言葉は以下のように定義し直すことができるだろう。 

 

スポーツ1.0 ラテン語“dēportāre”に表される精神的次元の移動、気分転換（15世紀） 

スポーツ2.0 義務からの解放、娯楽等（15－17世紀初頭） 

スポーツ3.0 野外での自由な活動（17－19世紀） 

スポーツ4.0 激しい肉体活動、競技（19世紀から現在） 

スポーツ5.0 科学的エビデンスに基づく社会的課題解決手段としてのスポーツ（今後） 
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３ 科学的エビデンスの進展とデータ駆動型スポーツ 

我国では、Society5.0なる新しい社会デザイン、いわゆるデータ駆動型社会が試行錯誤

されている。科学もまた、「第３の科学(8)（3rd Paradigm）」から「第４の科学（4th Paradigm）」

へ、すなわち計算科学（computational science）からデータ探査/分析科学（data 

exploration science）へとシフトしつつある。このような時代潮流と併行して、スポーツ

でも、適切に採取されたデータをエビデンスとして、それがアスリートのスキル向上を飛

躍的に効率化する時代に突入した。すでに我々は、人口知能（AI）の深層学習がスポーツ

の判定やスキル向上に大きなインパクトを与える時代の真っただ中に在り、膨大な学習デ

ータが必須とされる。スポーツにおいても AI の果たす役割は大きく、AI の精度向上とと

もに、質の高いデータが提供する高次のエビデンスとも言える知見がアスリートに新たな

地平を拓く局面が生まれつつある。 

 

(1) データ駆動型スポーツ 

最近、富士通は、３Dセンシング技術を用いて体操の技を正確に判定する AI自動採点

支援システムを構築し、それを国際体育連盟が正式に採用したと発表した3。人間の審

判よりもコンピューターを使った AI 判定の方が高い精度を上げるに至っている。この

システムは、多様な角度からカメラを多数用いることで、採点過程を可視化・透明化し、

審判の負担を軽減するとともに、審査の公平性を保つ効果も期待されている。 

現時点では体操競技に限られているものの、AIによるスポーツ採点が可能になったこ

とは、AIによるアスリート個人の上達測定も可能になったことを意味する。科学的に測

定されたエビデンスに基づいて、選手が練習し、コーチがアシストされ、評価される時

代が到来しつつある。 

鹿屋体育大学では、フォースプレートを始め、カメラや IoT デバイスなどを用意し、

さまざまなスポーツでエビデンスとなるデータを数多く取得し、アスリートのスキルア

ップにつなげている（図１）。例えば、ゴルフのスイングにおいて、プロアスリートは、

会心の一打もあれば、どこかしっくりこない時もある。人間の眼でその差の弁別はほと

んど不可能であるが、高速度カメラを用いれば、微細な差が補足可能となり、アスリー

トが納得して、更なるスキルの向上に資するヒントが得られる時代となっている。最新

の計測技術によるデータが、説得的なエビデンスとなって果たす役割は大きい。ほかに

も、バッターが投げる球種が投手から見てどの時点で弁別可能となるかなど、人間の眼

では捉えられない速度の世界を正確に計測し、エビデンスとして投手にフィードバック

されることも可能になった。サッカーでも、アスリートの場所の分布を可視化すること

で、スキル向上に大きく貢献するという報告もある。エビデンスとなるデータを必要と

するアスリートに対し、次々に新しい技術が開発、提供するという好循環ループも生ま

れている。スポーツはセンシング技術と IT によるエビデンスに基づく世界へと、一早

く突入している。 

 
3 https://blog.global.fujitsu.com/jp/2019-06-28/01 
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図 1 鹿屋体育大学スポーツパフォーマンス研究センターにおける撮影装置とフォース

プレート 

 

(2) 長期にわたる観測エビデンスデータの補足とデータプラットフォームの必要性 

上述のように、競技中のデータが重要な意味を持つことは論を俟たない。その一方で、

アスリートの変容を長いスパンで調査、研究することも必要である。日本スポーツ協会

科学専門委員会委員長・川原貴は、1964年の東京オリンピックに出場したアスリート（オ

リンピアン）380人の追跡調査（体力測定・健康診断）を継続し、52年後の 2016年（第

13回）調査までのデータを、一般の高齢者と比較し、興味深い結果を得ている[11]。即

ち、筋力、柔軟性などはオリンピアンが明らかに上回っているものの、持久力について

はあまり差が無いことが判明した。また、過度の練習が健康を害するという懸念が囁か

れるなか、少なくともオリンピアンは優良な健康状態を保持していた。これをエビデン

スとして用いれば、図２に示す通り、青年期の能力の中には筋力等維持しやすいものが

あるものの、持久力のように運動の継続が必要な場合もあることが判り、これは、日頃

の運動の大切さを訴える明確なエビデンスと言える。 

 

   
図２ オリンピアンの運動能力の平均成人との比較（握力は優位性が維持されるが、平

衡性はむしろ劣る） 

 

ただし、これら貴重なデータ収集には、４年ごとに東京に出向いて測定する手間と費

用を考えても、多大なコストを伴う。長期にわたるエビデンスの取得はけっして容易で

はないことも忘れてはならない。 

上記のように、エビデンスの確保にはデータが必要であり、スポーツにおけるデータ

プラットフォームの構築がまずは望まれる。アスリートの体形や年齢、多様なアスリー

トのスポーツの特性を捕捉したデータを確実に蓄積し、解析を可能とする基盤の構築は、

スポーツをサイエンスとしてとらえ、より科学的エビデンスに基づくコーチングや戦略

設計を可能とするであろう。また、多様なデータ解析により、従来の方法論が妥当か否
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かの検証、より良い方法の開発にも貢献するであろう。長期間の時系列データを蓄積す

ることにより、トレーニングの効果や効率性の実証も可能となる。アスリートの成長と

ともに、低下する体力を補完する効果を定量化して示すこともできるだろう。我が国は

世界で最も高齢化が進んでおり4、高齢者にとってスポーツとは何かという概念化が不

可欠になる時代となっている。高齢者のたしなむべきスポーツの研究にもデータが必須

であろう。 

 

(3) エビデンスのレベル 

 上述の通り、データ駆動型社会においては、スポーツに留まらず、様々な分野でデー

タに基づく科学的エビデンスの存在がより大きな意味を有する。しかし、今日、健康や

アンチエイジング、ダイエット、あるいは子どもの体力と学力について、不確実な情報

が誇大に喧伝され、的確な情報を入手することが難しい情報の氾濫状況が生じている。

研究から得られたエビデンスがどの程度の信頼性があるかについては、いかにバイアス

を排除する方法論上の工夫がなされているかによって、エビデンスレベルが複数段階に

分けられている。すべての人が関わる健康科学領域において最もエビデンスレベルが高

いとされるのは、厳密な方法論（無作為割り付け比較試験: Randomized Controlled Trial、

RCT）による複数の研究について、システマティックレビューやメタアナリシスを行っ

た結果である。これに単一の RCTが続き、その次に無作為割り付けをしないコントロー

ルを伴うコホート研究が分類される。政策評価においても、EBPM（16）の推進という観点

から、政策に関連する活動の種類や目的によって、エビデンスレベルはより柔軟に設定

されている（図３）。スポーツ振興策をエビデンスに基づいて推進していくためには、

推進主体が独自に適切なエビデンスレベルを定め、効果を評価する際にはレベルも含め

て行い、その情報を広く国民に公開する必要がある。その際、英国の Sports England

のように、公平なレビューを行うなどバイアスを下げる啓発を行う必要がある。 

そのためには、質の高いデータ収集計画のもとで、バイアスを排除したレベルの高い

エビデンスを構築することが必要不可欠である。そして、その実現のためには、各領域

の専門家や多様な関係者を含むワーキンググループを立ち上げ、適切な指標策定とデー

タ収集、モニタリングなど検証可能な体制を整備する必要がある。 

 

(4) 社会への普及と調和 

データ駆動型スポーツにおいては、人間の観察能力を超えた精度の高い観察とデータ

分析が可能となる。人間の脳は情報を処理するのにそれなりに時間を要するが、最先端

センサー技術と画像処理解析技術はその処理時間が人間の処理時間を超える（より短く

なる）ことが容易である。柏野によるソフトボール選手の脳機能解明研究［12］におい

ては、熟練打者では速球が投手の手から離れて約 0.4 秒後に、遅球の場合には約 0.6 秒

後に打者の身体全体を鋭く動かしていることがわかり、球速の違いに正確に対応できて

 
4 平成 30 年簡易生命表の概況（https://www.mhlw.go.jp/toukei/sAIkin/hw/life/life18/dl/life18-15.pdf） 
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いることが判明した。一方、経験の浅い打者の場合、速球と遅球の両方の球種に対して

約 0.5 秒後に動きの速度が最大になることが捉えられた（図４）。これらの身体動作は、

観察者のみならず打者自身も自覚することができず、打者の認識と動きの間に乖離があ

ることが検証された。これについては本人も自覚できないような情報を脳が捉えている

可能性を示すものと分析されている。 

 
図３ 英国の独立機関による青少年の非行、暴力、虐待に対する早期介入への取り組み

を行う組織が定めているエビデンスレベル 

（出典）Early Intervention Foundation evidence standards 

（https://guidebook.eif.org.uk/eif-evidence-standards） 

 

 

図４ ソフトボールにおける腰の回転の角速度。左は女子ソフトボール日本代表アスリ

ート。右は日本リーグ一部の若手アスリート。 

 

 野球肘の研究においては、現在、投手の高速投球の動作により肘の靱帯には破断強度

に近い力学的ストレスが生じ、これが野球肘損傷の直接的原因であると説明されている

［13］。その結果、米国大リーグ（MBL）投手の多くが、損傷した靱帯を切除し、自身の

正常な腱の一部を摘出して移植する修復手術（トミー・ジョン手術）を行っている。最

近の米国調査では、15－19歳の若年齢層にこの手術を施す割合が増加しているとの報告

［14］もある。成長期ゆえに骨格が未成熟な若年層への手術が骨の変形や軟骨変性を生

じさせること、またこの背景には MBL投手年俸総額が膨大であるという社会的背景と関

係している懸念が指摘されている［13］。 

このように人間の動きを最先端技術で捉え、データ解析することによって、従来にも

増して客観的かつ正確に、人間の身体的な動きと脳の動きとの関係を解明することがで

きるようになる。しかも、身体と脳の関係は人に依存するため、より高いパフォーマン

スが発揮可能なアスリートを選別する手段ともなり得る。その一方で、一流アスリート

に与えられる高い報酬が若年層の選別につながる負の側面の可能性もあり、倫理的側面

を含めたデータ解析・利用を考えていくことが大きな課題である。 
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４ 科学的知見によるスポーツの変革 

(1) アスリート時代の経験と生涯の健康 

青少年期に活発な身体運動をしてきた人たちは、その後の人生においてどのような健

康状態を維持したのだろうか。前述の川原らの報告[11]によれば、1964年東京オリンピ

ックに出場した日本代表、並びに代表候補というトップアスリートに対する追跡調査か

らは、興味深い結果が浮かび上がってきた。 

元オリンピックアスリートは、その後高齢期になっても、ほとんどの調査項目で一般

人より良い健康状態を維持している。若い時から競技に打ち込んできた彼らは、同世代

の一般人に比べて、その後も運動・スポーツの実施率が高く、筋力、瞬発力、敏捷性、

柔軟性について、青年期における一般人との差が高齢期まで維持される傾向が認められ

る。健康や体力への自信もあり、口腔状態は良好で要介護者が少ない。 

ところが、男性の元オリンピックアスリートの高尿酸血症・痛風の発症率は一般人男

性よりも高く、それは若い時からの高強度運動の影響によるものと考えられる。また、

サルコペニア5の有病率が低い一方で、フレイル6［15］での有病率は高かったのである。

さらに、彼らは、健康状態を維持している人と体に痛みの影響のある人に二分される傾

向があり、後者には現役時の体の酷使や怪我、故障の影響が考えられる。 

調査結果からは、アスリートが注意すべき点として、食習慣については、現役も引退

後も、肉食に偏らず、野菜を多くとる食事を心がけること、肥満に注意すること、アル

コールを控えること、水分を摂取することなどが挙げられる。一般人への注意事項とほ

ぼ同じであり、アスリートに特化したエビデンスは十分ではない。また、スポーツを行

う際の注意点としては、過度なトレーニングにならないようにする、怪我の予防、怪我

をした後のケアなどが重要であるとされるが、いずれも個人差があり、客観的な指標と

はいえない。指標が定められるようになるには、さらなるデータの蓄積が必須である。 

 

(2) 高齢期における健康への影響 

平均寿命が年々延びている先進国の中でも、日本は特に高齢化率が高く、高齢期の健

康の維持と増進は喫緊の課題である。寿命が延び続ける一方で、高齢期の健康が損なわ

れ、健康寿命の延び悩んでいる状況[16]は、日本の現代社会に深刻な影を落としている。

要介護状態の主たる要因となる運動器疾患症候群「ロコモティブ・シンドローム：ロコ

モ[17]」は、予備軍も含めて 5000万人に達する勢いであり、およそ 2000万人と推計さ

れる「メタボリック・シンドローム」該当者・予備軍の数をはるかに上回っている。 

加齢に伴い心身の機能が徐々に低下し、虚弱（frailty）に傾きながら、自立度低下

状態から要介護状態へと陥る過程では、健常な状態と要介護状態の中間として定義され

るフレイル［15］という状態がある。いうなれば、要介護状態に至る一歩手前、水際の

状態である。フレイルは、身体的・心理的（認知的）・社会的要素を含み、それぞれが

 
5 筋肉量が減少し、筋力や身体機能が低下している状態を示す客観的評価指標 

6
 加齢に伴い身体の予備能力が低下し、健康障害を起こしやすくなった虚弱の状態 
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関連し合って負の連鎖を引き起こし、ロコモや認知症などを招きやすい状態であると同

時に、自立度低下による要介護や総死亡のリスクが高くなる［15, 18-20］。このフレイ

ルに該当する人が潜在的に多いことが、近年認識されつつあるのだ。 

一方、フレイルの発症や進行は可逆的であり、適切に介入すれば機能（予備能力・残

存機能）を取り戻すことができるのもフレイルの特徴である［15, 18-20］。フレイルの

抑制を通じて健康寿命を延ばすためには、フレイルの進行に大きく影響するサルコペニ

アへの対策を中心とした身体活動（運動・スポーツ）に加えて、適切な食習慣（栄養摂

取・口腔機能の維持と増進）、並びに社会参加による他者との関わり（就労・余暇活動・

ボランティアなど）を増やすという３つを継続的に実行すれば、フレイル抑制に効果的

である［15, 18-20］。青年期にアスリートであった高齢者は口腔機能も高い［15, 18-20］

が、それは運動習慣、食習慣、歯周病低減の間の 3つの間に好ましい相互関連があるこ

とを示唆している。 

 

(3) スポーツの脳への影響 

脳は身体活動のための意志や主観の源であり、また、感覚を主観と統合させる場とな

る。同時に脳は身体活動を制御し、骨格筋に適切に信号を出力する源でもある。脳と身

体は密接に連携しているため、連携の程度が身体活動のできばえを左右する。 スポー

ツや音楽の演奏などは、極めて高度な身体的運動技術が重要な役割を担っており、オリ

ンピックアスリートや一流の演奏家の脳にはいずれも構造的な特徴が認められている

［21-24］。しかも、こうした脳の機能的または構造的な変化は，後天的なトレーニング

によって生じることがわかっている［25］。また、こうした神経系の可塑性は脳が支配

する中枢・末梢神経系についても確認されており、［26-28］その特異的な神経回路の変

化は、高齢になっても保持され得る［29］。さらに、運動すると認知能力（創造性、ス

トレスに対する抵抗力、集中力、知能など）が高まることが明らかにされており、脳の

状態を最良に保つためには、心拍数が高まる有酸素運動（ランニングを週３回、一回 45

分以上）を中心として運動を定期的に行うことが望ましいという見解もある［30］。 

パラリンピックアスリートは、人間が本来もち得る身体機能の可能性、脳の適応・再

構成能力を、運動・スポーツが引き出し得ることを示す好例でもある。パラリンピック

アスリートを対象にした一連の研究では、身体や脳の一部に障害を負うと、喪失した組

織や機能を代償するための反応が脳に生まれ、それにある種のトレーニングが加わると

可塑的変化が促進される可能性が指摘されている［31、32］。スポーツトレーニングは、

脳の可塑的変化とそれを基盤とする神経系などの機能の発達に重要な影響を与えると

考えられている。 

ただし、一流スポーツアスリートの間にはびこる薬物依存はスポーツの負の側面を示

唆するものであり、スポーツの実施そのものが依存の対象となり得る。脳を含む身体の

適度な発達を促すための運動・スポーツには、実施のための環境整備が必要である。 
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(4) 指導者・アスリートの体験主義（ナラティブ）と科学的エビデンスの調和 

指導者には、自身が競技をしていた時期に受けた指導の方法や内容に依拠してアスリ

ートの指導を行う傾向が色濃く認められる。しかし、コーチングの技術や内容は常に研

究され、新たなエビデンスを伴って進化し続けている。よって、指導者は、自らの経験

を絶対視せず、最新の知識を学び、取り入れる姿勢を持つことが重要である。 

一方で、スポーツは全てが科学的に解明されているわけではない。そのため、経験や

勘のように、客観的な定量的評価は難しいものの、運動・スポーツの実践に重要な役割

を果たす存在があることも事実である。重要なことは、両者のバランスである。科学的

なエビデンスを指導・トレーニングのプログラムに積極的に活用していくとともに、経

験に基づく知見を科学的に精査して一定の価値を見出しつつ、両者のバランスに配慮し

ながら、科学的な解明を推進する研究が求められる。 

 

(5) メディアの影響 

メディアの普及・発達によって、スポーツに関する情報が、豊かに日常的に楽しむこ

とができるようになった。それらは、スポーツ大会の結果や選手のパフォーマンス、選

手の情報、身体運動の健康効果や手軽な実施方法など、実に多岐にわたっており、スポ

ーツや運動の有用性といった価値の伝達にも大きな役割を果たしている。 

一方で、オリンピックやワールドカップなどのメガスポーツイベントでは、メディア

が強い経済力と影響力を発揮し、それが大会運営のあり方を歪めるケースも見られる。

例えば、決勝レースが、現地のアスリートがパフォーマンスを発揮しやすい時間帯では

なく、しばしばアメリカのテレビ局のゴールデンタイムに合わせて行われてきたことは、

その典型例である［33-36］。 

現代は、一般人が個人レベルでスマートフォン等を通じて多様な情報にアクセスでき、

SNS等を通じて個人が自由に情報発信できる時代である。こうしたツールを有効に活用

して、運動・スポーツにおいても、人々の多様なニーズに応えつつ、エビデンスに基づ

く確かな情報を提供できるようになることが望ましい［37］。 

 

(6) トップアスリートへの支援 

近年、国民やファンの期待やメディアの過熱化により、トップアスリートは大きなス

トレスとプレッシャーに晒されている。スポーツ庁は、日本代表選手のオリンピック等

でのメダル獲得に向けては戦略的な支援を実施している7一方で、強化選手以外のサポ

ートには課題も多く、十分とは言えないのが現状である。 

ヨーロッパのプロサッカー選手を対象に行われた調査［38］では、長期離脱せざるを

得ない障害を負ったプロサッカー選手は、負傷していないプ選手に比べて、精神障害の

発症率が２〜７倍であることが報告されている。プロサッカー選手を対象とした別の調

査［39］では、ノルウェー選手の 43%が不安またはうつ症状を訴え、スペイン選手の 33%

 
7 高度なパフォーマンスを支えるために―トップアスリートの強化活動の充実

（https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop07/list/detail/1372076.htm） 
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が睡眠障害を示し、ライフイベントとキャリアライフイベントとキャリアの不満が、苦

痛、不安/抑うつ、アルコール行動や不良な栄養行動に関連があったことが報告されて

いる。ヨーロッパ中心ではあるが、プロサッカー選手のメンタルヘルスの深刻さが明ら

かな統計といえよう。日本の元プロ野球選手が 2016 年、覚せい剤所持で逮捕されたこ

とは未だ記憶に新しいが、その前年、2015年にも、大リーグ選手がアルコール依存症を

告白して戦線を離脱することを記者会見で発表した。トップアスリートは、「弱さ」が

タブー視され、弱音が吐けないことが多い。しかしながら、数字や結果で「天国と地獄」

がたえず表裏一体のトップアスリートたちがメンタルヘルスを維持することは極めて

難しく、社会の理解や相応のサポートが必要である。その足掛かりとして、早期の実態

調査が望まれる。 

また、技術的に高度化するスポーツ分野において、アスリートはジュニア期から質の

高いトレーニング環境の中で、適切な強化トレーニングを長期間継続することがオリン

ピック等でのメダル獲得に有効とされている。JOCは 2009年から、中学校入学時からの

エリートアカデミー事業8を展開し、JSA（日本スポーツ振興センター)9や日本各地10でも、

小学生を対象とするタレント発掘事業も展開されている。このような現状の中、引退後

のキャリアを考慮する才能ある若いアスリートは、トレーニングと学業の両立が求めら

れる状況に置かれている。EUは 2007年にスポーツ白書（White Paper on Sport）［40］

で「デュアルキャリア」の重要性、必要性を謳い、フランスはそれに対するサポートを

義務として法制化している。日本国内でもデュアルキャリアやセカンドキャリア支援の

重要性が指摘されており、高校・大学などの教育組織、競技団体などが個々に対応を行

なっているが、これらの組織と連携をしながら、国が包括的な支援体制を整備していく

ことが望まれる11。2014年の調査では、アスリートの平均引退年齢は、男子は 30.8歳、

女子は 30.5 歳であった［41］。トレーニングに費やされた時間が、セカンドキャリア

に必要な他の能力獲得の機会を奪ってしまうリスクも否定できない。アスリートの人生

が生涯にわたって充実したものであることは、「スポーツの価値」の証明ともなり得る。

それを考えれば、アスリートの人生全体を包括的に支援することに国はいっそう注力す

べきであると考える（図５[41]）。 

 

(7) 障害者スポーツ 

2012 年のロンドンパラリンピックは英国民放テレビ局であるチャンネル４のプロモ

ーションの効果もあり、街全体のインフラや市民や観光客の心のバリアフリーも進み、

大成功を収めたといわれている。その要因の一つとして、パラアスリートたちのパフォ

 
8 JOCエリートアカデミー事業（https://www.joc.or.jp/training/ntc/eliteacademy.html） 
9 JISSタレント発掘・育成事業（https://pathway.jpnsport.go.jp/talent/index.html） 
10 福岡県タレント発掘事業（http://fukuokasportstalentidproject.blogspot.com/） 
11 2019年 3月 1日にスポーツ庁の主導で設立された一般社団法人大学スポーツ協会（UNIVAS）がその機能を担おうとし

ている。HP（https://www.univas.jp/about/#philosophy）では詳細は記載されていないが、デュアルキャリアを奨励する

指導者研修なども行われている。 
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ーマンスの向上があげられる。 

 

   図５ アスリートが学生として競技生活を送る上で活用したいサービス 

 

 パラアスリートは、健常のアスリートとは異なり、義足や車椅子などの道具を使っ

て競技を行うことが多く、パフォーマンスの向上は、アスリートの日々の鍛錬とともに、

これら道具の技術進化にも依存している。2008年、「ブレード・ランナー」として知ら

れるオスカー・ピストリウスの裁判はそれを象徴している。ピストリウスは南アフリカ

共和国出身の両下腿義足のアスリートで、北京オリンピックへの出場を目指していたと

ころ、国際陸上競技連盟（IAAF）は、彼が一般アスリートと同じ速度で走った際のエネ

ルギー消費量が他のアスリートより約 25％少ないことを根拠として、ピストリウスの五

輪出場を認めない決定を下した［42］。論点は、競技用義足は健常の足よりも有利であ

るか否か、である。ピストリウスは IAAF の決定を不服としてスポーツ仲裁裁判所へ提

訴。その後米国に渡った彼は、新たな科学的解析で得られたデータを根拠に、オリンピ

ック出場が認められる［43］。ロンドンオリンピックに出場したピストリウスは、オリ

ンピック史上初めての義足アスリートとなった。 

2019年には片下腿義足アスリートであるドイツ代表、マルクスレーム選手が、走り幅

跳びで 8.48 mという記録を打ち立てた。これは 2012年のロンドン、2016年のリオ、い

ずれのオリンピック大会でも金メダル相当の記録である。彼のオリンピック出場を許可

しなかった IAAF は、助走の際に義足は有利に働かないものの、踏切には義足が健足に

比べて大きなアドバンテージがあることをその根拠とした［44］。 

これらの事例は、スポーツの公平性を議論する上で、アスリートの運動解析から得ら

れたデータがいかに重要な役割を果たすかを物語って余りある。 

一方で、近年障害者スポーツは、これまでのリハビリテーションの延長上にあるスポ

ーツから、卓越した身体を持つアスリートがしのぎを削る競技スポーツへと大きく変貌

しつつある。その中で、パラスポーツは、競技人口の増大や障害者に対する社会の考え

方の変化、そして何よりもパラアスリートの日々の努力により、競技としての魅力はこ

こ数年で飛躍的に向上してきた。しかし、障害者スポーツはまだ歴史が浅く、一般的な

スポーツの基礎研究と比べて、圧倒的に研究事例が不足している。 

その一方で、障害者スポーツの研究からこれまで得られなかった知見が得られること



 

 14 

がある。例えば、パラスリートの走り幅跳びの脳内では、無い足を動かそうとする際、

通常の障害者であれば片方の大脳新皮質の一部だけが活性化するのだが、パラアスリー

トでは左右の脳の活動が活発になる［45］。これは、四肢の一部を失った患者が義肢を

使う際にリハビリの方向性に大きな指針となる知見である。そのほかにも、車いす陸上、

車いすテニスなどのさまざまな競技において、心理学、バイオメカニクス、医学、運動

生理学、社会学などの観点からの研究事例が国内外で報告されはじめている［46、47］。  

パラリンピックなどの国際競技会を通じて障害者スポーツが注目されても、メディア

の注目はアスリートの活躍、彼らの生い立ちや生活に偏りがちで、一般の障害者がスポ

ーツをすること自体への意識は依然として低い。スポーツ庁の調査によると、週一回以

上スポーツを行っている成人は 55.1％であるのに対し、障害者（成人）は 20.8％であ

る［5、48］。これは、障害の状況が個々に異なり個別対応が求められること、スポー

ツをするために義肢や車いすが必要になることなど、一般障害者がスポーツに参加する

敷居が高いからだと考えられる。行政や地方自治体は、障害者手帳の配布や障害者総合

支援法を通じて地域の障害者の生活状況をある程度把握しているのだが、これらは障害

福祉に関する「個人情報」であり、スポーツ促進のための二次利用はできないとされて

いる。スポーツを通じて障害者を含むコミュニティが変化していった事例は複数報告さ

れており、参加者の多くが運動を心身に有益であると感じ、スポーツを通じた社交の重

要性も実感している［49］。今後、このようなデータが適切に管理され、障害者スポー

ツの環境が整い、障害者の生活状況改善につながることが期待される。 

また、パラリンピック競技は、様々な障害を抱えたアスリートが参加するため、障が

いの種類や程度によってクラス分けがされており、多様性が組み込まれたスポーツだと

捉えられる［50］。オリンピックアスリートに比べてパラリンピックアスリートは年齢

が約 10 歳上であり、より自立しているという特徴もある。オリンピック競技や一般の

スポーツが、パラリンピック競技や障害者スポーツから学ぶことは多々ある。残念なが

ら、この点は現在あまり意識されていない。この理解を進めるためにも、両者が融合し

た一体的なスポーツ組織の運営、そして実践が、今後より重要となってくる。 
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５ スポーツの価値とリスク 

(1) スポーツを行う環境の担保 

スポーツ基本法（平成23年施行）は「スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むこと

は、全ての人々の権利」と謳っているが、あらゆる世代や障害者を包含するスポーツ環

境は未だ十分とは言えない。我が国の学校体育・スポーツ施設は全体12の６割を占める

が、学校体育や運動部活動以外では開放、活用されていない。これらの施設を社会全体

で有効活用することが望ましいが、そのためには、学校と地域、自治体や民間との連携

が重要である。子どもから高齢者、障害者までを包含し、地域スポーツ拠点として機能

させ、また、体育館は災害時の避難場所の役割を担う重要な役割を充実させることも必

要である。自治体の財政状況によって維持補修が厳しい現状もあり、スポーツ環境整備

は国庫による補助制度も検討されるべきであろう。 

安全に安心してスポーツを行う環境としては、優秀な指導者の存在は不可欠である。

しかしながら、中学校の運動部活動では、担当教科が体育以外の、競技経験もない教員

による指導が45.9％と約半数を占めるのが実情である［51］。現在、指導者資格は、日

本スポーツ協会や各競技団体で付与され、スポーツ活動の安全なる実施を前提として、

技術や競技力を向上させ、それぞれのレベルや目的に合わせてスポーツを楽しむ方法や

機会を提供する指導者養成を目的としている。フランスでは、有償でスポーツ指導を行

う場合、法律に基づいた国家資格が必要とされ、違反すると刑事罰が科される［52］。

我が国の現状では国家資格を求めることは現実的ではないにせよ、スポーツ指導者には

専門知識、教養、指導力が必要であることは言うまでもない。指導者として求められる

知識には科学的な根拠が重要でなり、特にメンタルヘルスについては、前述のように、

選手だけでなく、指導者自身のリスクもある。各競技団体は選手、指導者のメンタルヘ

ルスの維持・増進のために、最新の科学的知識に触れる研修の機会、並びに、選手と指

導者に対する迅速かつ専門的なサポート体制を整備する必要がある。特に障害者への指

導については、障害のカテゴリー13も様々であり、内部がさらに細分化されていること

もあって知見が極端に少なく、今後更なる調査・研究を継続して行わなければならない。 

 

(2) 子どもの多様なスポーツへの関わり 

近年は、幼少期から種目を決めて専門的に取り組む例も少なくない。卓球、テニス、

ゴルフなど、巧緻性が必要な種目はできるだけ早く用具に親しむことが有効とされる。

一方で、ユニセフが昨年発表した「子供の権利とスポーツの原則」では「スポーツを通

じた子どものバランスのとれた成長に配慮する」とされている［53］。成長の過程では、

学習する、家族や友達と過ごす、レジャーやスポーツに触れるといった多様な活動が、

健全な人格を形成し、社会性を養う。スポーツは、個人・集団、対人、シーズンスポー

 
12 スポーツ施設：①学校・体育スポーツ施設（公（組合立含む）私立（株式会社立含む）の小・中・高 等学校、義務教

育学校、中等教育学校、特別支援学校、専修学校、各種学校の体育・ スポーツ施設）、②大学（短期大学）・高等専門学校

体育施設（国立大学法人においては附属学校体育施 設を含む）、③公共スポーツ施設、④民間スポーツ施設 

 
13
 障害を大きく分類すると、身体障害、知的障害、精神障害となるが発達障害など、区分が難しい障害もある。 
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ツなど多様な形態がある。子どもの能力はたえず未知数であり、どのスポーツが向いて

いるかの識別は難しいし、多様なスポーツに触れることで多様な運動能力が刺激され、

対人関係や自然との向き合い方にもプラスの影響が期待できる。スキャモンの「発育・

発達曲線が示すように、運動能力に大きく影響する「神経」の発達は4歳ごろから伸び

はじめ、12歳ごろに成人と同じレベルまで発達する。10歳から12歳は、生涯で最も運動

神経が発達し、運動能力も向上するゴールデンエイジ期14と呼ばれており、この時期に

多様な運動を経験することが将来の運動能力を大きく左右するといわれている。専門的

なスポーツを行っていたとしても、そこに多様な練習メニューが盛り込まれることが望

ましい。さらに、子ども時代の多様なスポーツ経験は生涯スポーツの選択肢を増やし、

可能性を広げる。競技力重視か楽しみを重視するのかといった取り組み方の多様性も含

めて、多様なスポーツ経験が子どもの心身の発達に具体的にどのような影響を及ぼすの

か。例えば、自己肯定感や運動有能感など、これらが生涯に亘りスポーツに親しむこと

との関連があるのかなどの追跡調査も必要であり、スポーツの価値の可視化につながる。 

 

(3) 「する」スポーツと「見る」スポーツの調和 

アジア初の開催となった2019年のラグビーW杯は、日本代表が史上初の決勝トーナメ

ント進出を果たし、日本中を熱狂させた。期間中の観客数は170万人を超え、各開催都

市が全国16箇所に設置したファンゾーンには約113万7千人が来場した［54］。2020東京

オリンピック・パラリンピックでは、さらに多数の来場者が予想される。選手と観客の

調和からより高いパフォーマンスが生み出されると考えられているし、トップアスリー

トの活躍で見る者の心が揺さぶられることにスポーツの価値を認めることも多い。 

その一方で、「見る」ことで得られるこうした「スポーツの感動」がどの程度続くも

のなのか、それは人々の行動変容に繋がるのかなどについては、明確なエビデンスがな

い。音楽や美術を鑑賞した際の感動とスポーツは同じなのか、違いがあるのかも、科学

的には明らかにされていない。 

「見るスポーツ」はメディアの放送・配信技術の進展とともに発展し、現在では、高

速化、高度化する競技スポーツとの一体感が感じられるよう、様々な工夫がなされてい

る。しかしながら、「見るスポーツ」が「するスポーツ」にどの程度、貢献しているか

についての正確なデータはない。ロンドンオリンピックの決定から大会実施の翌年にか

けて、英国におけるスポーツ参加率は1.3%の微増であった［55］。それは日本にも当て

はまるのか。「見るスポーツ」が「するスポーツ」にどのような影響を及ぼすのかにつ

いては、引き続き調査・検討していく必要があるだろう。 

近年では、eスポーツに代表されるように、スポーツの定義自体が変化しつつあり、

世界基準でのスポーツの定義の再構築が必要である。 

 

 
14 プレゴールデンエイジ期を５歳から９歳、ゴールデンエイジ期を 10歳から 12歳、13歳以降をポストゴールデンエイ

ジ と呼ばれている。それぞれの年齢に関しては若干違いがある。 
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(4) eスポーツの現状と拡がり（人口、市場、社会的意義） 

「e スポーツはスポーツか」をめぐっては意見が分かれているが、IOC はオリンピッ

クの正式種目として eスポーツの採用を検討し始めている。競争性が高く、プレイヤー

にはアスリート並みの厳しい訓練が必要になることからスポーツとして認めるべきと

の考えがある一方で、暴力的な行為を扱うビデオゲームも存在し、高額の賞金ゆえに八

百長や不正行為が懸念され、さらには依存症の問題も指摘されている。 

スポーツ庁が掲げる５つのミッション15の一つに、「スポーツによる地域・経済活性化」

がある。eスポーツは、他のスポーツにも増して経済活性化の効果が期待されている。 世

界の e スポーツの市場規模は、前年比 38.2％増のおよそ９億ドル(2019 年 9 月現在)で

あり、2021年には 16億ドルを超える市場への成長が見込まれている［56］。米国では、

e スポーツ教育プログラムを提供する大学も多く登場している。日本においても、国民

体育大会での実施、大手新聞社主催の学生向け選手権の開催など、プレイヤー、ファン

ともに拡大の傾向にある。スポーツにおける包摂性（インクルーシブネス）が目指され

る中、eスポーツにはリアルスポーツにはない可能性も示唆される。 

一方で懸念されるのは、ゲームへの依存である。2019年５月、WHOはゲームのやり過

ぎで日常生活が困難になる「ゲーム障害」を国際疾病として正式に認定し、ギャンブル

障害（いわゆる「ギャンブル依存症」）などと同じ精神疾患として位置付けることで、

治療研究や患者数の把握を後押しするとしている（2022 年１月から発行）。厚生労働省

によると、オンラインゲームを含めたインターネットを過剰使用する中高生は推計 93

万人との報告もある。ネット依存とゲーム障害は同義ではなく、ビデオゲームと eスポ

ーツも同じではないが、互いに関連性がある。オンラインゲームなどを続けると脳の構

造や動きに薬物依存のような変化は現れるのか、MRI などを使って脳機能を調べる依存

症研究は始まったばかりである。数は少ないがネット・ゲーム依存外来16も開設された。

ゲーム障害のリスク評価については、データの蓄積、医学関係者を入れて多領域影響を

調べる研究、科学的エビデンスのある若者への健診体制を講じるべきである。近年、わ

が国の一部の自治体では青少年のゲーム使用時間を規制する法制化が検討されている

が、10年前に韓国は 16歳未満のゲーム使用時間制限の法制化を通じて対策を講じ、そ

の経験から、現在では、子どもたちに自らネット使用時間を抑制する力を育成する早期

予防に重点を置くようになっているという。デジタル機器の進歩のスピードを考慮すれ

ば、e スポーツの普及には、アスリートだけでなく、広く青少年の健康を守る根本的な

対策を講じておく必要がある。また、米国では大学でeスポーツ教育が行われているが、

我が国でも、リアルスポーツ同様、eスポーツにおいても、組織の整備、ルールの確立、

指導者及びアスリート育成のシステムづくりなどが急務である。 

 

 
15 ①スポーツによる健康増進、②我が国の国際競技力の向上、③我が国の国際的地位の向上、④スポーツによる地域・経

済活性化、⑤学校等における子どものスポーツ機会の充実 
16 神戸大学病院がインターネットやギャンブル関連の依存症相談外来を 2018年 6月に開設。久里浜医療センターがイン

ターネット依存症治療部門を 2011年 7月に開設。 
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(5) スポーツと暴力 

現代のスポーツは競技の意味合いが大きく、「相手を倒す」ことを目的とするがゆえ

に、暴力との親和性が潜在的に高く、スポーツにおける暴力の根絶は容易ではない。本

提言における「暴力」とは、肉体的行為だけはなく、暴言や傍観をも含むものと定義し

たうえで、本分科会での議論を以下整理しておきたい。 

永富らによる宮城スポーツ少年団のアンケート調査結果（有効回答：7,333 人）から

は、① 指導者の威圧的指導とスポーツ傷害の間には相関があり、② 男子には身体的暴

力、女子には暴言が多く、③ これらの暴力に影響する要因としては、活動回数、試合

頻度、暴力を受け入れる風土、指導者の学歴や指導歴、アスリート時の経験、先輩の存

在が有意であること、が示された［57、58］。 

ここで統計学的に最も有意であったのは、指導者のアスリート時代の身体的暴力経験、

及び暴力・暴言を受け入れる風土の２つであった。それぞれのオッズ比（その確率を p

とした場合の p/(1-p)）は２．７１と３．８９であった。暴力・暴言を受け入れる風土

に与える指導者の影響が大きいことは容易に考えられるため、スポーツの暴力に対して

最も大きな影響を与えるのは指導者であると言える。 

脳科学の視点からも、スポーツと暴力の関係改善に取り組む研究成果が出されている。

村井らによる脳損傷と攻撃性の関係性に関する研究は、前頭葉（特に眼窩前頭皮質）に

損傷があると、自分の感情を抑える力が欠如し暴力が増える傾向にあることを示した

［59-61］。また、脳に損傷がなくても善悪の判断を学習する機会がなかった場合には、

報酬とつなげて犯罪と関わる暴力につながる可能性が高いこともわかった。暴力を減ら

すには、前頭葉を損傷しないことと、幼少期の学習が大事であるなどが指摘できるが、

善悪の学習には、報酬と罰の刺激頻度バランスとタイミングが重要で、一般的に報酬刺

激（褒めること）より罰刺激（叱ること）のほうがより印象に残るため、罰刺激を中心

とする指導では善悪の判断力を伸ばすことができずに、暴力は減少しないことになる。 

以上のことから、「暴力根絶」を合い言葉として掲げるような精神論だけでは暴力を

減らすことができないことが明確である。暴力を最小化するためには、アスリートと指

導者の前頭葉損傷を防ぐことが必要であり、指導者が報酬刺激と罰刺激の関係など暴力

に頼らない指導方法を熟知する必要がある。「３ エビデンスに基づくスポーツ」で述べ

たように、最先端技術によるスポーツデータの取得とその統合的解析を進め、人間の認

知では測ることのできない科学的エビデンスに基づく指導方法を考案し、可能な範囲で

指導者が共有し、意見交換しながら、現実の指導にあたっていくことが肝要である。と

同時に、アスリートの生涯を長いタイムスパンで捉え、その幸福を高めるという視点か

らスポーツの価値を再考し、広く共有して、アスリートと指導者を行き過ぎた競争から

解放することも必要である。 
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６ 提言 

 スポーツは常に、時代に寄り添い、その変化とともにあり方そのものを変化させてきた。

近年は情報通信技術の進展により、従来捉えることができなかったアスリートの動きを測

定し、これまでの蓄積データを包括的に解析することも可能になってきた。こうした変化

のなかで、従来主流であった経験主義から科学的エビデンスに基づくスポーツを主流化す

ることも、練習方法の変化によって限定的だった参加者をより広く多様性をもたせること

も可能になる。日本学術会議は、スポーツ庁からの審議依頼をもとにスポーツの在り方を

審議し、以下の４つを提言する。今後も学術会議は、スポーツ庁をはじめとする関係者と

の対話を深め、継続的に政策提言を行い、スポーツを通して得られる多様な価値を国民の

人生に活かすことに貢献していく。 

           

(1) 科学的エビデンスの収集とその包括的分析を可能とする体制の整備 

スポーツの価値は多様であり、競技の勝敗だけで決まるのものではなく、また人生の

ある一瞬に凝縮されるに留まらない。スポーツの価値を捉え直し、それを社会に資する

ものにするためには、科学的エビデンスに基づく政策を明確化し、スポーツの指導や練

習の方法を変えていくことが急務である。その実現のためには、科学的エビデンスの取

得と収集、分析を進め、科学技術の日進月歩の進展に見合ったデータの有効活用が必至

である。取得されたデータは国立スポーツ科学センターに一元化し、必要とする関係者

間で共有して、包括的分析を可能とする体制整備が必要である。 

 

(2) 時代変化に応じたスポーツの価値提供のためのスポーツ政策の策定 

スポーツは歴史とともに変化する。歴史的背景を加味しつつ、時代の変化に応じて個

人と社会にスポーツの価値を提供できるような仕組みを、常に試行錯誤することが必要

である。その際には科学的エビデンスをより重視していく流れが重要であるが、常には

完璧なエビデンスが揃っていない現状を踏まえ、経験に基づく知見を科学的に精査して

一定の価値を見出しつつ科学的エビデンスと体験が調和する仕組みが必要である。スポ

ーツ庁は人生を通して得られる価値に目を向け、行き過ぎた身体改造などがもたらす倫

理的問題や、若年層を中心に問題化しつつある eスポーツの依存症、アスリート引退後

の精神的健康障害など、スポーツが生み出す多様な側面への対応を考慮しながら、スポ

ーツ政策を決定していかねばならない。 

 

(3) 多様な人びとが参画できる生涯を通した多様なスポーツ実践のための環境づくり 

科学的エビデンスによって、幼少期からの多様なスポーツ経験が脳の発達や生涯にわ

たるスポーツ実践につながり、高齢期に至るあらゆる年齢層でのスポーツ実践が健康保

持や脳の発達、老化防止に寄与する可能性が高いことが解析されている。また、スポー

ツを通して得られる価値を社会に資するものにするには、障害者を含む多様な人たちの

参画が必至であり、多様性を包摂する障害者スポーツから学ぶところは大きい。よって、

文部科学省は、幼少期から高齢期に至る生涯を通して、多様な人たちが参画できる多様
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なスポーツ経験を阻むことなく、科学的エビデンスに基づいて、その環境づくりと教育

体制の整備を進める必要がある。 

 

(4) スポーツにおける暴力の最小化に向けた連携の構築 

現代のスポーツは競技の意味合いが大きく、「相手を倒す」ことが目的化することで

暴力との親和性が高いため、暴力の根絶は容易ではない。スポーツにおける暴力には指

導者の影響が大きいため、暴力に頼らず、科学的エビデンスに基づく指導方法を開発し、

アスリート時代はもちろん、それ以降も指導者として、その方法を活用することが有用

である。その開発には、スポーツ科学だけでなく、脳科学や情報学、データサイエンス

などとの学際的研究として進めることが望ましい。スポーツ庁はそのための政策を明確

に示し、スポーツ関係機関と関係者にその実行を促すことが望まれる。同時に、生涯を

通して得られるスポーツの価値を広く共有し、選手と指導者を行き過ぎた競争から解放

することも必要である。 
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＜用語の説明＞ 

 

（１）スポーツ 

 競争と遊戯の特性を合わせもつ身体活動の総称である。語源はラテン語の deportareに

あり、英語の sportとなった。人間が楽しむために自発的に行なう身体活動であり、ルー

ルに従って能力を発揮し、挑戦を試み、最善を尽くしてフェアプレーに終始することを目

標にする。そのため、これらの目標に沿わない身体活動、例えば通勤通学のための歩行活

動等はスポーツに含まれない。しかし、近年、e スポーツの登場などにより、身体活動の

範囲、スポーツの概念を見直す動きがある。 

 

（２）体育 

 身体運動を通して行われる教育を指す。日本の学校体育は明治 5 (1872) 年の学制によ

って「体術」として誕生した。現在の体育は、学習指導要領により「心身の健康について

の理解と合理的な運動の実践を通じて、健康の保持増進と体力の向上をはかり、心身とも

に健康な生活を営む態度を養う」ことを目的として行われている。 

 

（３）eスポーツ 

 エレクトロニック・スポーツの略称で、コンピューターゲーム上で行われる競技のこと

を指す。インターネットの普及によって 1990年代後半頃からゲームのスポーツ化が進み、

2007年から、アジアオリンピック評議会が主催するアジア室内競技大会で正式種目として

採用された。日本でも eスポーツの普及を目的とした日本 eスポーツ連合(JeSU)がある。 

 

（４）パブリックスクール 

 アメリカでは公立学校を指し、イギリスでは伝統ある特権的私立中等学校を指す。パブ

リックスクールの起源は、オックスフォードのニュー･カレッジに結びついてラテン文法を

教えるウィンチェスター校(1382)とされている。パブリックスクールの設立、運営は寄付

金を基盤とし、特定の地域や身分に限らず一般に公開された。 

 

（５）近代オリンピック 

 フランスの教育学者であるクーベルタンが、スポーツによる青少年教育の振興と世界平

和実現のために、古代オリンピックの復興を謳い、これにより、1894年にパリ大学で開催

された国際スポーツ会議でオリンピックの復興が決定した。第 1回大会は、古代オリンピ

ックがギリシアで行われていたことから、ギリシアの首都アテネで開催された。 

 

（６）諳厄利亜語林大成 

 1814年に完成した日本初の英和辞典。江戸後期のオランダ通詞であり、フランス語・英

語も修得した本木庄左衛門（正栄）が中心となって編纂した。 
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（７）Society5.0 

日本政府が進める科学技術政策の基本指針の一つ。狩猟社会(Society 1.0)、農耕社会

(Society 2.0)、工業社会(Society3.0)、情報社会(Society 4.0)と社会の発展段階を定義

し、それらに続く社会を示す概念である。人工知能やビッグデータ、ユビキタス関連の情

報技術を従来の技術と組み合わせ、社会のあらゆる分野で新しい製品やサービスを提供で

きるよう、研究や開発、投資を進めようとするもの。 

 

（８）第４の科学 

チューリング賞受賞者のジム・グレイが提唱した概念。第１の科学はアリストテレス以

降の数学的手法と経験的手法を基礎とする科学。第２の科学はライプニッツ以降の理論構

築を基礎とする科学。第３の科学はジョン・フォン・ノイマン以降のシミュレーションを

基礎とする科学。これに続く科学として、データ集約、データ駆動を基礎とする科学が第

４の科学として提唱されている。 

 

（９）アスリート 

運動選手、特に、陸上・水泳・球技などの競技選手を指す。アスリートは、ギリシャ語

の「άθλητὴς（athlētēs アスレーテース）」に由来し、競技会やコンテストの参加者

を意味する。「競技」を意味する「ἂθλος （áthlos アスロス）」「ἂθλον （áthlon ア

スロン）」からの派生した言葉である。日本では選手という語が用いられてきたが、近年、

アスリートという呼称が定着しつつある。 

 

（10）AI 

人工知能とも呼ばれる。人間が持っている、認識や推論などの能力をコンピューターで

も可能にするための技術であり、その中でも、深層学習は、人間の脳をモデルにしたニュ

ーラルネットワークと呼ばれる技術を基にしている。深層学習では、ニューラルネットワ

ーク技術を何層にも重ねた構造を持つことによって、これまで実現できなかった抽象的な

データを認識できるという特徴を備える。 

 

（11）フォースプレート 

 床反力と呼ばれる身体とフォースプレート間の相互作用によって発生する力を計測する

装置。通常、４つの３軸力覚センサーを配置し、その上のプレートで運動することによっ

て発生する力を計測する。 

 

（12）プラットフォーム 

アプリケーションが動作する環境を指す。ハードウェアの場合はコンピューター自体、

ソフトウェアの場合は OS を意味する。アプリケーションは、対応するハードウェアや OS

といった動作環境を意識して開発されており、通常、ある OS用のアプリケーションは、異

なる OSのコンピューターでは動作しないため、プラットフォームが異なっている。そのた
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め、ビッグデータ分析プラットフォームでは、出力された独自フォーマットのままの数値

データや正規化されていないログデータ、さらには映像や音声といった非構造化データな

どを一元的に扱うプラットフォームの構築が必要となる。 

 

（13）パラスポーツ 

身体機能や知的発育などに障害をもつ人が行うスポーツを指し、身体的･精神的･社会的

リハビリテーションの機会を与え、障害者の社会的再統合あるいは統合をはかる目的を持

つ。種目には既存のスポーツのルールを改めたもののほか、独自に考案されたものもある。 

 

（14）無作為割り付け比較試験: Randomized Controlled Trial、RCT 

対象者を介入群と非介入群（対照群）に分けて行う介入研究の手法。治療プログラムの

場合、介入群に対しては新たな治療法を試み、対照群には従来の治療法を用いて比較検証

する。予防プログラムの、たとえば介入群には新たな健康教育を試み、対照群には従来の

健康指導を行うことで、新たな教育の効果について比較検証する。 

 

（15）システマティックレビュー 

ある研究テーマに対して、それを行った研究を網羅的に調査し、同質の研究をまとめて、

バイアスを評価しながら分析・統合を行う手法である。システマティックレビューには、

定性的システマティックレビューと定量的システマティックレビューがあり、定性的シス

テマティックレビューでは、研究や除外された研究の数、対象者の特性と人数、比較と介

入の方法、バイアス、リスクの評価などが記述され、定性的にまとめられる。一方、定量

的システマティックレビューはメタアナリシスとも呼ばれ、効果指標の値を統計学的に統

合し、統合値と信頼区間が計算されて定量的統合が行われている。 

 

（16）EBPM 

証拠に基づく政策立案を指す。平成 30年度内閣府取組方針では「政策の企画立案をその場

限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえで政策効果の測定に重要

な関連を持つ情報やデータ（エビデンス）に基づくものとすること」とされている。 
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＜参考資料１＞審議経過 

 

平成 31年 

１月 30日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第１回） 

役員の選出、スポーツ庁からの審議依頼の報告、各委員による話題提供、

本委員会活動について意見交換、本委員会の全体スケジュールについて 

３月６日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委員

会（第２回） 

前回議事要旨の確認、サッカー界を中心とした話題提供、スポーツ基本

計画の説明、意見交換、今後の活動について 

４月 19日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第３回） 

前回議事要旨の確認、今までの議論のまとめ、話題提供、今後の活動に

ついて 

メール審議 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第４回） 

学術フォーラム「科学的エビデンスに基づく『スポーツの価値』の普及

の在り方」について 

令和元年 

６月 18日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第５回） 

前々回・前回議事要旨の確認、これまでの議論の確認、最先端スポーツ

データに関する話題提供、ケガや障害と練習量や指導者体罰暴言との関

係の話題提供、学術フォーラム開催内容について、意見交換、今後の活

動について 

７月 26日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第６回） 

これまでの議論の確認、障害者スポーツに関する話題提供、学術フォー

ラム開催内容について、今後の活動について 

７月 26日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第７回） 

これまでの議論の確認、今後の進め方について、最新のスポーツデータ

に関する話題提供、当事者研究に関する話題提供 

９月３日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委員

会（第８回） 

これまでの議論の確認、話題提供、学術フォーラム・公開シンポジウム

について、提言・回答の内容について、旅費と手当の支給について 
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11 月 1 日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第９回） 

e スポーツについての話題提供、提言と回答の作成について、今後のシ

ンポジウムについて、旅費と手当の支給について 

12 月９日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第 10回） 

話題提供、提言・回答の内容と作成について、学術フォーラム（手交式

含む）について、公開シンポジウム「スポーツと暴力」について 

令和２年 

１月 29日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第 11回） 

提言・回答案について 

３月 31日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第 12回） 

提言・回答案について 
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＜参考資料２＞学術フォーラム・公開シンポジウムポスター 
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                               令和２年６月１８日 

     科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委員会 

 

(提言)「科学的エビデンスを主体としたスポーツの在り方」 

 

１ 現状及び問題点 

スポーツはその語源である“dēportāre”が意味する「気分転換」から始まったが、現

代ではもっぱら、激しい肉体活動や競技を意味するようになっている。スポーツに寄せる

価値は、ごく限られた環境の子どもたちしかオリンピックやパラリンピックの選手を目指

せないという日本の現状が象徴的に示している。選手だったスポーツ関係者や保護者は、

自身の経験に基づいて、幼少期から厳しい練習をしなければ一流になれないとの気持ちが

強く、よい成果を出すには長時間の練習が必要との考えが顕著である。科学的根拠ではな

く、自分の経験を重視する風土ゆえに、スポーツ界は指導者の身体的・精神的暴力といっ

たハラスメントを生みやすい風土にある。閉じた世界に共通して起こりがちなハラスメン

トに対して、相互に協力しながら、国を挙げてその最小化に取り組む必要がある。 

昨今では、e スポーツをはじめ、従来と異なる考え方や認識に基づく活動がスポーツ界

に登場している。変化し続ける環境の中でスポーツと人間の関係を見直し、科学的なエビ

デンスに基づいて、スポーツ及びその価値を再定義する時期にきている。 

このような状況の中、平成 30 年 11 月 15 日、スポーツ庁長官から日本学術会議会長に

対し、「科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する審議につい

て」と題する審議依頼がなされた。これを受けて、日本学術会議は、同年 11月 29日に「科

学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委員会」を設置し、

審議を開始した。審議では、歴史的背景を含めて我が国のスポーツの現状を俯瞰的に把握

し、「スポーツの価値」を検討するための科学的エビデンスを多方面から収集し、スポーツ

の今日的意義と科学的エビデンスの果たす役割を、審議依頼内容を大きく超えて議論した。 

こうしたことから、本委員会では、これまでの議論をスポーツ庁長官への「回答」とする

とともに、「提言」としてとりまとめ、発出する次第である。 

 

２ 提言の内容 

(1) 科学的エビデンスの収集とその包括的分析を可能とする体制の整備 

スポーツの価値は、競技における勝敗のみで決まるのものではなく、また人生のある

一瞬に凝縮されるものでもない。スポーツの価値を捉え直し、それを社会に資するもの

へと向けるためには、科学的エビデンスに基づく政策を明確化し、スポーツの指導や練

習の方法を変えていくことが急務である。その実現のためには、科学的エビデンスの取

得と収集、分析を進め、科学技術の進展に見合ったデータの有効活用が必至である。取

得されたデータは国立スポーツ科学センターに一元化し、必要とする関係者間で共有し

て、包括的分析を可能とする体制整備が必要である。 

 

＜記者発表用要旨＞ （別紙様式３） 
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(2) 時代変化を意識したスポーツ政策の決定 

スポーツは歴史とともに変化する。歴史的背景を加味しつつ、時代の変化に応じて個

人と社会にスポーツの価値を提供できるような仕組みを、常に試行錯誤することが必要

である。その際には科学的エビデンスをより重視していく流れが重要であるが、常には

完璧なエビデンスが揃っていない現状を踏まえ、経験に基づく知見を科学的に精査して

一定の価値を見出しつつ、それらを科学的エビデンスと調和させる必要がある。スポー

ツ庁は人生を通して得られる価値に目を向け、行き過ぎた身体改造などがもたらす倫理

的問題や、若年層を中心に目下問題化しつつある eスポーツへの依存症、アスリート引

退後の精神的健康障害など、スポーツが生み出す多様な側面への対応を考慮しながら、

スポーツ政策を決定していかねばならない。 

 

(3) 多様な人びとの参画による生涯を通した多様なスポーツ実践のための環境づくり 

幼少期からの多様なスポーツ経験が脳の発達や生涯にわたるスポーツ実践につなが

り、高齢期に至るあらゆる年齢層でのスポーツ実践が健康保持や脳の発達、老化防止に

寄与する可能性が高いことが報告されている。また、スポーツを通して得られる価値を

社会に資するものにするには、障害者を含む多様な人たちの参画が必要であり、多様性

を包含する障害者スポーツから学ぶところが大きい。よって、文部科学省は、幼少期か

ら高齢期までの生涯を通して、多様な人たちが参画できる多様なスポーツ経験を阻むこ

となく、科学的エビデンスに基づく環境づくりと教育体制の整備を進める必要がある。 

 

(4) スポーツにおける暴力の最小化 

現代のスポーツは競技の意味合いが大きく、「相手を倒す」ことが目的化することで

暴力との親和性が高いため、暴力の根絶は容易ではない。スポーツにおける暴力には指

導者の影響が大きいため、暴力に頼らず、科学的エビデンスに基づく指導方法を開発し、

アスリート時代はもちろん、それ以降も指導者として、その方法を活用することが有用

である。その開発には、スポーツ科学だけでなく、脳科学や情報学等との学際的研究と

して進めることが望ましい。スポーツ庁はそのための政策を明確に示し、スポーツ関係

機関と関係者にその実行を促すことが望まれる。同時に、生涯を通して得られるスポー

ツの価値を広く共有し、選手と指導者を行き過ぎた競争から解放することも必要である。 

 提言（報告）全文は、日本学術会議ホームページの以下のＵＲＬに掲載しております。 
  http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/2008.html  

 

問い合わせ先 

○○○○委員会○○○分科会委員長 ○○ ○○ 

   △△大学□□研究室 

    Ｔｅｌ：○○―○○○○―○○○○ 

事務局参事官（審議○担当） ○○ ○○ 

    Ｔｅｌ：○○―○○○○―○○○○ 

 


